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Day 1976; Dick and Basu 1994; Oliver 1999)、Jacoby and Chestnut (1978)では、1978年時点で
すでに 53 パターンもの顧客ロイヤルティ測定法の存在を指摘している。顧客ロイヤルティの先行
要因として顧客満足に関する研究も活発に行われており、米国版顧客満足度指数(ACSI: American 
CSI)(例えばFornell 1992)、ヨーロッパ版顧客満足度指数(ECSI: European Customer Satisfaction 
Index)(例えば Gronholdt et al. 2000; Ball et al. 2004)、そして日本版顧客満足度指数(JCSI: 
Japanese CSI)(例えば南・小川 2010; 小野 2010)など、各国で満足度指数が開発されている。顧
客ロイヤルティ研究の中でも対象を小売業に絞り込んだ、ストア・ロイヤルティとしての研究も行














Walters and White 1987; 齋藤 2003; 渦原 2011)。この中で、CRM(Customer Relationship 
Management：顧客関係管理)に関する研究(例えばBlattberg et al. 2001; Winer 2001; 南 2004)
も行われているが優良顧客の識別が主たるテーマとなっており、小売マーケティンの効果測定はあ













ここで、本研究のテーマである小売マーケティングについて定義を確認する。Walters and White 
(1987)は、小売マーケティングを「誰に向けて販売しようと思うかを決定することであり、彼らが、
何を、いかに、いつ、どこで買いたいと思っているかを明確にすることであり、この標的市場を引
                                                   

























                                                   

































第1章でも示したJacoby and Chestnut (1978)では、先行研究をベースに顧客ロイヤルティ測定
方法について整理し、顧客ロイヤルティの行動的指標による測定法 33 パターン、態度的指標によ






















                                                   








な検証は行っていない。Dick and Basu (1994)の理論を実証的に検証した先行研究としては
Garland and Gendall  (2004)、寺本 (2009)が挙げられる。銀行の利用状況データを基に実証研究
を行ったGarland and Gendall  (2004)は、相対的態度と反復購買の交互作用は検証できなかった
ものの、ロイヤルティが四分類されることを検証している。また、寺本 (2009)は、潜在クラス・ロ
ジット・モデルの活用を通じ、消費者を四つのセグメントに分け、セグメントごとに反復購買の度









































統一せずに混同したままで進められている。Baron et al. (2010)は、「ロイヤルティによって何が意
図されるのかを明確にするには行動面での概念だけでは不十分」と示しており、顧客ロイヤルティ








ヤルティを広義に捉える立場に立ち、Palmatier et al. (2006)の顧客ロイヤルティの定義を使用する。



















業が実施するリレーションシップ・マーケティング(RMI: Relationship Marketing Instruments)
と、消費者が知覚するリレーションシップ(CRP: Customers’ Relationship Perceptions)が顧客維持
と顧客シェアを形成するモデルを検証している。そのモデルにおいて CRP を表す一要素として感
情的コミットメントが用いられており、感情的コミットメントが「ロイヤルティの基礎となる心理










Palmatier et al. (2006)の先行研究のメタ分析によるコミットメントの定義は「価値ある関係を維持
するために欲望に耐えること」となっている。いずれの定義も研究対象に対する顧客の態度的ロイ
ヤルティを示している点が共通していると考える。 


























































                                                   







を提示している。最後に調整変数として、サービス・ベース vs. 製品ベース、チャネル経由販売 vs. 


































エンゲージメントの分類について言及した先行研究もいくつかある。van Doorn et al. (2010)では、
CEBの5次元として、①バランス、②形態様式、③スコープ、④インパクトの特徴、⑤顧客目的(ゴー
ル)を挙げている。Brodie et al. (2013)ではエンゲージメントの次元が認知的、感情的、行動的に分
類されることを示しており、顧客ロイヤルティやコミットメントにおける分類と類似した基準を使
用している。 
van Doorn et al. (2010)は、「顧客ロイヤルティはエンゲージメント行動の先行要因である」と顧
客ロイヤルティとエンゲージメントとの位置づけを言及している。一方で、エンゲージメントを認





































(Verhoef 2003; Palmatier et al. 2006; 寺本 2009; 井上 2011)。本研究では前述の通り、コミット
メントを態度的ロイヤルティと同じ意味を持つものとして考える。 
コミットメントとしてではなく顧客ロイヤルティの態度的要素に関する先行研究としては
















                                                   




続いて、認知的ロイヤルティの測定方法についての先行研究を見ていく。Srinivasan et al. (2002)
は、e コマースにおける顧客ロイヤルティの先行要因の研究をレビューし、顧客ロイヤルティを e
ロイヤルティとし、様々な態度的ロイヤルティを複合的に測定している。認知的ロイヤルティに相
当する測定方法として、「私にとってこの WEB サイトは取引をする上で最高の小売 WEB サイト
だ」、「私はこれが私の好きなWEBサイトであると信じている」を挙げている。Jensen and Hansen 




















































顧客ロイヤルティとして測定している研究がいくつかある(Ball et al. 2004; Matzler et al. 2011; 
Hu 2012; 剣持 2016a)。Ball et al. (2004)は「他のモバイルフォンから低価格の提案があっても、





小野 (2010)は、JCSI(Japanese Customer Satisfaction Index: 日本版顧客満足度指数)の研究に
おいて、顧客ロイヤルティの考え方が「再購買・再利用の意図レベルで捉えるか、見込みないしは
可能性として捉えるかでは、効果のあり方が異なる」と提示した上で、後者の立場をとる ACSI 















                                                   
7  サービス産業生産性協議会のWebページより、日本版顧客満足度指数・概要・21設問を参照。 
http://www.service-js.jp/modules/contents/?ACTION=content&content_id=217(2017年7月19日アクセス) 


















and Raj 1991; Reynolds and Arnold 2000; Mägi 2003; Garland and Gendall 2004; 寺島 
2008,2009a,b; 剣持 2016b)、訪問シェア(Mägi 2003; 寺島 2008,2009a,b)、訪問回数(Buckinx and 
van den Poel 2005; Jensen and Hansen 2006; 阿部 2011; 峰尾 2012; 鈴木 2015b)、利用金額
(Buckinx and van den Poel 2005; 阿部 2011; 峰尾 2012; 横山 2015)、直近購買日(Buckinx and 






Krishnamurthi and Raj (1991)は、ロイヤル顧客と非ロイヤル顧客とを分離する上で、購買回数
シェア50%、60%、70%の三パターンの基準で分析した結果、50%基準での分類の適合度が高いこ
とを見出している。この研究は、「購買回数シェア 50%以上がロイヤル顧客」というロイヤル顧客
判断の一つの基準を示した点で有意義なものになっている。寺本 (2009)もKrishnamurthi and Raj 



























行動的ロイヤルティの理論的枠組みを提示した研究としてはRossiter and Percy (2000)が挙げら






















                                                   


































Jensen and Hansen (2006)
・eロイヤルティ：私にとってこのWEBサイトは取引をするうえで最高の小売WEBサイト
だ／私はこれが私の好きなWEBサイトであると信じている








久保田 (2010a,b,2012a,b), 剣持 (2017a,b)
・感情的コミットメント：このブランドを信頼している／このブランドに対して愛着や親しみ
を抱いている　など
井上 (2009), Roy (2013)











・継続期間→持続期間：これからも○○○を利用し続けたい 小野 (2010), 酒井 (2010)
・利用頻度→頻度拡大：これから３ヶ月の間に○○○を今までより頻繁に利用したい 小野 (2010), 酒井 (2010)
・関連購買：今後１年間で、これまでよりも幅広い目的で○○○を利用したい 小野 (2010), 酒井 (2010)
・次回第一候補→第一候補：次回、△△を利用する場合、○○○を第一候補にすると
思う






Chaudhuri (2006), Palmatier et al. (2006),

















Srinivasan et al. (2002)
・購買シェア：該当店舗購買額÷全購買額　など Krishnamurthi and Raj (1991), Reynolds and
Arnold (2000), Mägi (2003), Garland and
Gendall  (2004), 寺島 (2008,2009a,b), 井上
(2009), 剣持 (2016b)
・訪問シェア：該当店舗訪問数÷全訪問数　など Mägi (2003), 寺島 (2008,2009a,b)
・訪問回数：年間訪問回数　など Buckinx and Van den Poel (2005), Jensen and
Hansen (2006), 阿部 (2008,2011), 峰尾 (2012),
鈴木和宏 (2015b)
・利用金額：1週間平均利用金額推計　など Buckinx and Van den Poel (2005), 阿部
(2008,2011), 峰尾 (2012), 横山 (2015)
























































































                                                   






















図表2-8 Reynolds and Arnold (2000)の分析結果 
 
(出所)Reynolds and Arnold (2000)より筆者作成 
 
Jones et al. (2000)は、ストア・ロイヤルティを本研究で意欲的ロイヤルティと解釈している「再
購買意図」によって把握しており、銀行と理美容店をケースにサービス業における再利用意図はコ
ア・サービス満足、個人的人間関係、スイッチング・コスト、代替競合の魅力度の四項目から構成
                                                   









Mägi (2003)は、ストア・ロイヤルティを本研究で行動的ロイヤルティとみなしている SOP 





















                                                   





















して、行動的ロイヤルティを購買金額的側面だけで捉えるのではなく、訪問回数的側面 (Mägi 2003; 
清水 2004; 剣持 2006; 寺島 2008,2009a,b; 峰尾 2012)と併せて捉える必要があるということと、
態度的ロイヤルティを、本研究における意欲的ロイヤルティである利用意図(Jones et al. 2000; 剣






前述の通り、Dick and Basu (1994)では相対的態度と反復購買をマトリクスにし、顧客ロイヤル
ティを四分割して捉える方法を提案しており、これは相対的態度は態度的ロイヤルティ、反復購買
は行動的ロイヤルティと解釈することができる。寺本 (2009)も同様の解釈を行っている。本研究で






(1996)およびRossiter and Percy (2000)では行動指標を基準としたロイヤルティ分類を表している。
Aaker (1996)の非顧客は、購買経験がないという点で Rossiter and Percy (2000)の新規カテゴ














































(Oliver et al. 1997; 小野 2011)、評価的ブランド・リレーションシップ(久保田2010a)、超高関与(堀
田 2011,2012,2014)、熱中者(Block 1986; 鈴木 2015a)と類似した概念として位置づけている。 
最後に、図表2-10の(C)としてDick and Basu (1994)によるロイヤルティ基準を再掲している。
Dick and Basu (1994)の見せかけのロイヤルティは、Aaker (1996)の消極ロイヤルや価格ロイヤル
のような状況要因の影響を大きく受けて購買行動が増加している点で類似しており、真のロイヤル
ティは、購買行動が増加し、態度も強くなっているという点でAaker (1996)の積極ロイヤルと類似
































図表 2-13 に示しているように、態度的ロイヤルティの先行要因としては、(1) 顧客満足、(2) 信




                                                   
14  Kumar and Srivastava (2013)は、顧客ロイヤルティの先行要因になる要素を①環境特性、②ダイナミック・リレーションシップ
特性、③消費者特性、④消費者の企業知覚もしくはマーケティング会社とのリレーションシップ知覚に四分類している。 
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et al. (2006), van Doorn et al. (2010), Matzler et al. (2011), Kumar and
Srivastava (2013), Roy (2013)
確信 清水 (2013)
相違性 久保田 (2012a)
（知覚ブランド）価値 青木 (2004), Chaudhuri (2006), Jensen and Hansen (2006)
明瞭性 Dick and Basu (1994)
自己・ブランド連結性 Oliver (1997), Escalas and Bettman (2009), Park et al. (2009), 菅野 (2013)
アイデンティティ（個性一致、一体感、
ブランド共感）
van Doorn et al. (2010), Matzler et al. (2011), 金森 (2013)
中心性 Dick and Basu (1994)
類似性 Palmatier et al. (2006), 久保田 (2012a)
価値観 Morgan and Hunt (1994)
過去の経験（好ましい思い出） Chaudhuri (2006), 久保田 (2012a)
興奮、気分、直接的感情 Dick and Basu (1994)
覚醒、驚きの成果、期待超過 Oliver et al. (1997)
顕現性 久保田 (2012a)









Morgan and Hunt (1994)
スイッチングコスト Jones et al. (2000), Burnham et al. (2003)
個人的人間関係 Jones et al. (2000)





Oliver (1997), 剣持 (2006), Solomon (2009), Brodie et al. (2013)
感情的ロイヤルティ（情緒、感情的態
度、感情的エンゲージメント）
Oliver (1997), Chaudhuri (2006), 剣持 (2006), Solomon (2009), Tam et al.
(2009), 清水 (2013)
製品愛着 Matzler et al. (2011)





Brodie et al. (2013)




習慣的行動 習慣、反応コンテクストの連想 Oliver (1997,1999), Tam et al.  (2009)











Garretson et al. (2000),  Rossiter and Percy (2000), 井上 (2009), 峰尾 (2012),

















































Morgan and Hunt (1994)は、信頼を「当事者が交換パートナーの確実性と誠実さに自信を持って











ロイヤルティの先行要因になることは他にもいくつかの研究で指摘している(Dick and Basu 1994; 
Morgan and Hunt 1994; Ball et al. 2004; Palmatier et al. 2006; van Doorn et al. 2010; Matzler 
et al. 2011; Kumar and Srivastava 2013; Roy 2013)。 






因にならないと考えられる。Morgan and Hunt (1994)以外に信頼が態度的ロイヤルティの先行要
因であることを示した実証研究は、Matzler et al. (2011)が自動車、清水 (2013)がデジタルカメラ、































Park et al. (2009)は、自己・ブランド連結性には二つの側面があると示しており、「自分の一部で
あり、それが誰であるのかを反映したもの」という側面と、「個人的なつながり」という側面を持つ
ものと定義している。本研究においても、消費者が小売業に対して自分の一部であるかのように思
                                                   
17  本研究では自己・ブランド連結性として整理している。 










自己・ブランド連結性を、第一の次元であるBrand-Based Self-Brand Connection (以下､BBSBC)
























































































的ロイヤルティの先行要因であることを表している。Burnham et al. (2003)は、スイッチング・コ
スト(以下、SC と略す)を①手続き的 SC(経済的リスクコスト、評価コスト、学習コスト)、②経済
的SC(便益損失コスト、金額損失コスト)、③関係性SC(人間関係損失コスト、ブランド関係損失コ
スト)に分類している。酒井 (2010)では、Burnham et al. (2003)の分類を参考に、スイッチング・














                                                   


























図表 2-13 に示しているように、行動的ロイヤルティの先行要因としては、(1) 顧客満足、(2) バ







ヤルティについて検討したLeHew et al. (2002)は、モール環境(ショッピングモール環境要素満足
度)が行動的ロイヤルティの先行要因になることを明らかにした。Mägi (2003)は、顧客ロイヤルティ
を本研究で行動的ロイヤルティと捉えているSOP (Share Of Purchase：購買比率)とSOV (Share 




                                                   
20  2.2.1.1. 認知的ロイヤルティおよび2.2.1.2. 感情的ロイヤルティの項を参照。 

































ルティの先行要因になっていることを主張している。Tam et al. (2009)は、「購買と消費の習慣」と
「ブランド・ロイヤルティ」(本研究における態度的ロイヤルティの意欲的ロイヤルティ)が、再購
買愛顧(本研究における行動的ロイヤルティ)の先行要因になると示している。この研究では、「購買















































Garretson et al. (2000)は、プライベートブランドに対する態度がプライベートブランド購買比率
                                                   
25  徒歩＞自転車＞自動車＞電車という順序で立地的に行きやすいと考え指標にした。 
スーパー
マーケット
外食店 ファッション店 百貨店 DIY店
1位 立地／便宜性 嗜好／風味 お金に見合う価値 立地 立地
2位 低価格 立地 品揃え 品揃え 低価格
3位 品揃え 迅速なサービス 現代風のファッション 低価格 品揃え
4位 親切なサービス 価格 高品質 高品質 品質







































                                                   









































Buckinx and Van den Poel (2005), 阿部 (2008,2011)
再購買意図
Oliver (1997,1999), Oliver et al.  (1997), Jones et al.  (2000),
Burnham et al. (2003)
ロイヤルティ
Sirohi et al. (1998), 岩崎 (2003), Ball et al. (2004), Hu (2012), 金森
(2013)
ポジティブな体験情報の発信 Bloch (1986), Srinivasan et al. (2002), Li and Bernoff (2008),
Fuggetta (2012)
他者への推奨 Bloch (1986), Stum and Thiry (1991), Dick and Basu (1994), Griffin
(1995), Reynolds and Arnold (2000), Srinivasan et al. (2002), Park
et al. (2009), 久保田 (2009b, 2010a,b), 吉田 (2011), 鈴木  (2015a), 藤
崎・徳力 (2015)
カスタマイズ情報の発信 Bloch (1986), Li and Bernoff (2008), 吉田 (2011), Fuggetta (2012)
利用者購買予定者からの質
問への自発的回答
Bloch (1986), 久保田 (2010a,b), Fuggetta (2012), 鈴木 (2015a), 和田
(2015a,b)
新規ユーザー育成 Bloch (1986), 吉田 (2011), 鈴木 (2015a), 和田 (2015a)
狭い考慮集合サイズ Jensen and Hansen (2006)
競合ブランド情報の探索モチ
ベーションの減少
Reynolds and Arnold (2000), Dick and Basu (1994), Garretson et
al. (2002), Srinivasan et al. (2002), 久保田 (2010a,b)
競合ブランドの提案露出に対
する情報処理行動の低さ
Stum and Thiry (1991), Dick and Basu (1994), Reynolds and
Arnold (2000), Muniz and O'Guinn (2001), Garretson et al. (2002)
試作品新製品に対する評価
情報提供
Bloch (1986), Morgan and Hunt (1994), Fuggetta (2012), 和田
(2015b)


















る研究として古くから行われてきた(Huff 1964; Mela et al. 1997; Verhoef 2003; 守口 2003; 

















































は数多く存在する(図表 2-17 参照)。特に近年では SNS(Social Networking Service)28や
CGM(Consumer Generated Media)29が急速に普及し、一人の人間がこれまでに考えることができ
なかったような大人数に一斉に情報発信できるようになったため、口コミの効果がこれまで以上に
注目されている30。図表2-8で示した通り、Reynolds and Arnold (2000)では店員ロイヤルティとス







                                                   







































ラフィーにより分析しているMuniz and O'Guinn (2001)は、「マッキントッシュ・ブランド・コミュ
ニティの特徴はアンチ・マイクロソフトであること」として、共通の敵の存在33がコミュニティの
結束を強めることを示唆している。Stum and Thiry (1991)も、顧客ロイヤルティを持った顧客が
とる行動として、①再購買、②関連製品・サービス購入、③顧客紹介、④競合の提案に乗らない、
の四つを挙げており、顧客ロイヤルティが競合忌避行動を促進していることを主張している。また、
口コミ同様、Reynolds and Arnold (2000)も図表2-8で示しているように店員ロイヤルティとスト
ア・ロイヤルティが競合拒否(競合忌避行動)に影響を与えるモデルを検証している。Reynolds and 
                                                   
31  アンバサダーに関する研究は藤崎・徳力 (2015)が詳しい。 
32  クリックスルー率は、CTR(Click Through Rate)とも呼ばれ、バナー広告の効果測定指標として用いられる。インプレッション数
を「バナー広告がサイトに表示された回数」、クリック数を「バナー広告がクリックされた回数」とすると、クリックスルー率は
「(クリック数/インプレッション数)×100」で算出される（本橋ら 2012）。 











































                                                   






































経済産業省の商業動態統計・時系列データ35より 1998 年の販売額を 100 として小売業全体とコ





















































                                                   





























第 2 章の図表 2-17 に示しているように、本章でも口コミを、①ポジティブな体験情報の発信、
②他者への推奨、③カスタマイズ情報の発信として捉える。顧客ロイヤルティが高まることで口コ
ミ行動が行われるようになることは、第 2 章で示した通りいくつかの研究で明らかになっている





                                                   


























動が促進されることについてもいくつかの先行研究があることを第 2 章で示している(Muniz and 

















レビューを行っている(Stum and Thiry 1991; Reynolds and Arnold 2000; Muniz and O’Guinn 


















































                                                   


























関する研究に限定しても数多くの先行研究で指摘している(Fornell 1992; Oliver 1997; Jones et al. 

















                                                   













する研究もこれまでに行われてきている(Hogg et al 1995; Peter and Olson 1999; Bhattacharya 































                                                   
42  顧客ロイヤルティ間関係については3.2.1.で述べているため、顧客ロイヤルティ項目は行動的ロイヤルティの先行要因から除外し
ている。 
43  行動的ロイヤルティと態度的ロイヤルティが将来的再訪行動に影響を与えるモデルに関する先行研究(守口 2003; Buckinx and 







ティにマイナスの影響を与えることはいくつかの先行研究で示されている(van Trijp et al. 1996; 






























確率)に影響を与える前提でモデル化する研究は多い(Huff 1964; Mela et al. 1997; Verhoef 2003; 





                                                   












































                                                   


















































































































後に、仮説モデルについて共分散構造分析により検証を行う。なお、本研究では IBM SPSS 











reliability)を算出した(図表3-6)。すべての構成概念のクロンバックのαはHair et al. (2013)で推奨
されたα > .7を満たした。また、CRについてもすべての構成概念でBagozzi and Yi (1988)で推奨
されたCR > .6を満たした。以上より信頼性についても問題のないことが確認された。 
構成概念の収束妥当性は平均分散抽出度(AVE) 及び CFA の標準化推定値から判断する。平均分
散抽出度(AVE)については、図表3-6に示す通りすべての構成概念で、Hair et al. (2013)で推奨され
たAVE≧.5の基準を満たした。CFAの標準化推定値は.604から.971の範囲の数値となったことか
ら、Hair et al. (2013)が推奨する標準化推定値≧.5の基準も満たした。以上の結果より、本研究で




















3.4.2. 重回帰分析結果と仮説 2の検証 
続いて、顧客ロイヤルティの結果行動の構造を明らかにするために実施した重回帰分析結果を図
表 3-8 に示す。F 検定量より顧客ロイヤルティの四つの結果行動の回帰式はすべて統計的に有意と
構成概念 CR クロンバックのα AVE
顧客満足 .903 .895 .756
自己ブランド連結性 .839 .833 .512
顕現性 .957 .957 .882
バラエティ・シーキング .841 .839 .640
習慣的行動 .903 .902 .757
立地利便性 .850 .845 .739
態度的ロイヤルティ .963 .967 .767
行動的ロイヤルティ .920 .804 .795
将来的再訪行動 .969 .969 .940
口コミ行動 .951 .951 .866
顧客間支援行動 .953 .954 .911
競合忌避行動 .932 .931 .819
共創行動 .962 .850 .894
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13
1. 顧客満足 .756
2. 自己ブランド連結性 .019 .512
3. 顕現性 .076 .154 .882
4. バラエティ・シーキング .018 .003 .032 .640
5. 習慣的行動 .217 .111 .564 .021 .757
6. 立地利便性 .205 － .005 .011 .104 .739
7. 態度的ロイヤルティ .277 .119 .416 .030 .384 .020 .767
8. 行動的ロイヤルティ .229 .027 .097 .008 .410 .289 .118 .795
9. 将来的再訪行動 .393 .036 .121 .019 .306 .156 .345 .361 .940
10. 口コミ行動 .119 .135 .564 .047 .511 .028 .404 .194 .168 .866
11. 顧客間支援行動 .068 .162 .624 .032 .456 .010 .383 .148 .116 .839 .911
12. 競合忌避行動 .099 .162 .531 .013 .554 .020 .367 .217 .162 .659 .740 .819


















・口コミ行動： 感情的ロイヤルティ(.266) ＞ 意欲的ロイヤルティ(.208) 
・顧客間支援行動： 感情的ロイヤルティ(.232) ≒ 意欲的ロイヤルティ(.227) 
・競合忌避行動： 感情的ロイヤルティ(.156) ＜ 意欲的ロイヤルティ(.300) 
・共創行動： 感情的ロイヤルティ(.157) ＜ 意欲的ロイヤルティ(.276) 
 
Christopher et al. (1995)は、顧客ロイヤルティの梯子47という概念を提案し、①Prospect(見込客)、
②Customer(顧客)、③Client(得意客)、④Supporter(支持者)、⑤Advocate(擁護者)という五段階48で






                                                   
47  顧客ロイヤルティの梯子に類似した概念がいくつかある。Griffin (1995)は、ロイヤルな顧客を育てる段階として①要注意人物、
②見込顧客、③不適格者、④初回購入顧客、⑤反復顧客、⑥得意客、⑦推奨者の七段階を提案している。Li and Bernoff (2008)
は、高ロイヤルティ行動として、ソーシャル・テクノグラフィックスのはしごを想定しており、①不参加者、②観察者、③加入者、
④収集者、⑤批判者、⑥創造者というステップを踏むことを提示している。 
48  顧客ロイヤルティの梯子の各段階の日本語訳は竹内 (2014)から引用した。 
認知的ロイヤルティ .079 ** .093 ** .054 * .027 **
感情的ロイヤルティ .266 *** .232 *** .156 *** .157 ***




累積的行動ロイヤルティ .247 *** .188 *** .272 *** .143 ***
自由度調整済みR2 .420 .373 .401 .317
729.690 *** 599.379 *** 673.546 *** 468.591 ***
共創行動













































となった。χ2検定はp < .05であったが、久保田 (2010a)の解釈と同様、χ2検定が有効に機能す
るための上限データ数を示すホルターの臨界標本数(Hoelter .05=187)を、本研究のデータ数
(n=4,024)が十分に上回っていることから、その他の適合度指標で適合度を判断する。GFI、AGFI、




























































                                                   
50  詳細は第4章参照。 
51  株式会社セコマWebページよりhttp://secoma.co.jp/index.html(2017年8月2日アクセス) 
52  株式会社セコマ・ホットシェフのWebページよりhttp://www.seicomart.co.jp/instore/hotchef.html(2017年8月2日アクセス) 









































                                                   
54  株式会社セブンイレブン・ジャパンのセブンプレミアム向上委員会Webページよりhttps://7premium.jp/(2017年8月2日アク
セス) 
55  株式会社ローソンWebページよりhttp://www.lawson.co.jp/lab/(2017年8月2日アクセス) 






























































に応じた行動的ロイヤルティの違いに関する研究は、一部の研究 (Garland and Gendall 2004; 寺
































突出した顧客ロイヤルティは陶酔的コミットメント(井上2009)、ディライト(Oliver et al. 1997; 
小野 2011)リレーションシップの評価的要素(久保田 2010a)、超高関与(堀田 2011,2012,2014)、熱
















                                                   
58  イギリスのスーパーマーケットTescoはFSPの成功事例を豊富に持つ。詳細はHumby et al. (2003)参照。 
59  2.1.1. 態度的ロイヤルティ、2.5.1. 態度的ロイヤルティの先行要因、3.2.3.1. コンビニエンスストアにおける態度的ロイヤルティ
の先行要因の項を参照。 





行研究もいくつか存在する(Dowling and Uncles 1997; Woolf 2001; Anne 2003; Lal and Bell 





プロモーションが顧客ロイヤルティに与える影響に関する研究もいくつか存在する(Mela et al. 
1997; Leszczyc and Timmermans 2001; Garretson et al. 2002; Verhoef 2003; Lewis 2004; 守





























                                                   
61  顧客ロイヤルティとの関連は述べていないが、FSPに関する研究としてはFulkerson (1996)、中村 (2003a,b,2004,2007)、博報









本章では、Yi and Jeon (2003)のプログラム・ロイヤルティとブランド・ロイヤルティ(本研究に
おける行動的ロイヤルティ62)との関係を参考に、プロモーションの行動的ロイヤルティ形成モデル
の構築を行う。Yi and Jeon (2003)のプログラム知覚価値を、本研究では、より具体的に短期的プ
ロモーション、長期的プロモーション、FSP充実度に分割して扱う。また、Yi and Jeon (2003)が


































































































これまでに数多くなされており(Oliver 1997; Reynolds and Arnold 2000; Garretson et al. 2002; 
























































































FSP充実度については、O’Brien and Jones (1995)が挙げた、ロイヤルティ・プログラムの価値
を定める五要素、すなわち、①償還報酬の金銭的価値、②償還報酬の選択幅、③償還報酬の魅力度、
























































                                                   










































































の値となり、いずれもHair et al. (2013)の推奨値である標準化推定値≧.5の基準を満たした。平均
                                                   
65  3.4.3. (1)構成概念の信頼性と妥当性の検証の項を参照。 
 76 
 















p < .05であったが、本研究のデータ数(n=1,354)が大きく、他の適合度指標のいずれの数値もHair 
















                                                   
66  Hair et al. (2013)は、構成概念のAVEが他の構成概念との相関係数の平方より大きいことで、弁別妥当性を確認できることを主
張している。 
1 2 3 4 5
1. FSP充実度 .644
2. 短期的プロモーション満足 .381 .507
3. プログラム・ロイヤルティ .361 .291 .773
4. 顧客満足 .160 .197 .241 .750












であったが、本研究のデータ数(n=1,354)が大きく、他の適合度指標のいずれの数値も Hair et al. 


















































ション効果がどのように異なるか、t 検定を行った結果を図表 4-9 に示す。短期的プロモーション
については、D社が唯一実施しているプロモーションである「特定商品の購入でもらえる特典」に
































































































                                                   
67  3.4.5. 顧客ロイヤルティの先行要因・結果行動仮説モデルの検証の項を参照。 




















































































る。ブランド・コミュニティに関する研究はいくつかあるが(Muniz and O'Guinn 2001; 








                                                   


























象は自動車(Muniz and O'Guinn 2001; Algesheimer et al. 2005)、オートバイ(宮澤 2013)、パーソ
ナルコンピュータ (ーMuniz and O'Guinn 2001)など強いロイヤル顧客を持つ少数の特定企業や特
定製品ジャンルに偏っていた。管見によれば小売業に関するブランド・コミュニティについては先
                                                   


















とより活動や発言を活性化させるのかという先行研究の蓄積はある(Algesheimer et al. 2005; 金森 







がある。Algesheimer et al. (2005)は、ブランド・リレーションシップ品質がブランド・コミュニティ
同一性を媒介し，最終的に顧客ロイヤルティに関連する行動を形成する仮説モデルを検証している。
この研究により，ブランド・コミュニティを考察する上で，ブランド・コミュニティ同一性の重要







































van Doorn et al. (2010)は、顧客エンゲージメント行動の先行要因と結果行動を概念的に整理し、














































宮澤 (2012a,b)にあるように、Muniz and O'Guinn (2001)がブランド・コミュニティの分析結果
を提示して以降、ブランド・コミュニティについては、これまで様々な研究が行われてきた
(Srinivasan et al. 2002; Dholakia et al. 2004; Algesheimer et al. 2005; 金森  2007; 
Stokburge-Sauer 2010; Sung et al.  2010; Brodie et al. 2013; 羽藤 2016a,b)。まず先行研究の蓄













































































































                                                   













(出所)Dholakia et al. (2004)をもとに筆者作成 
 
5.2.2. ブランド・コミュニティの参加要因分析の仮説設定 
先行研究レビューをもとに、ブランド・コミュニティ参加の先行要因を考えると、van Doorn et al. 
(2010)の①顧客満足、②信頼／コミットメント、③アイデンティティ、④消費目的、⑤資源、⑥知






ことにする。③アイデンティティは、Algesheimer et al. (2005)のブランド・コミュニティ同一性と












































































 (5) ブランド・コミュニティ参加の小売業態別特徴 
ブランド・コミュニティへ参加する消費者は、そのブランドに対して突出して高い顧客ロイヤル
ティを持っていると想定される。突出して高い顧客ロイヤルティを持つ顧客の研究についてもいく










                                                   
72  剣持 (2015)ではコミットメントと表記されているが、本研究では感情的ロイヤルティと捉えているため、そのように表記した。 
































































































































































































ろ、すべてのパスが 0.1%水準で有意となった。CFA の適合度指標を図表 5-7 に示す。









を算出する(図表5-8)。すべての小売業態のクロンバックのαはHair et al. (2013)の推奨値α > .7
を満たしている。CRについても全ての小売業態でBagozzi and Yi (1988)の推奨値CR > .6を満た
しており、信頼性についても問題のないことを確認している。 
構成概念の収束妥当性は、平均分散抽出度(AVE) 及び CFA の標準化推定値から判断する。平均
分散抽出度(AVE)については、図表5-8に示す通りすべての小売業態で、Hair et al. (2013)の推奨値






GFI .984 .975 .976 .980 .930 .933
AGFI .974 .960 .961 .967 .886 .891
CFI .991 .987 .995 .993 .968 .998





























α ブランド知識 .854 .851 .868 .841 .829 .891
相違性 .892 .879 .893 .879 .863 .905
顧客満足 .882 .885 .893 .906 .889 .848
感情的ロイヤルティ .962 .960 .956 .954 .931 .944
CR ブランド知識 .884 .888 .895 .909 .892 .900
相違性 .895 .884 .895 .882 .865 .911
顧客満足 .858 .857 .875 .846 .837 .858
感情的ロイヤルティ .962 .960 .956 .954 .932 .944
AVE ブランド知識 .719 .727 .739 .770 .733 .751
相違性 .740 .717 .740 .715 .682 .773
顧客満足 .669 .667 .701 .649 .634 .671












他の人よりよく知っている .776 .778 .820 .804 .795 .806
友人が詳しいと思っている .858 .862 .858 .892 .891 .851
自分で詳しいと思っている .904 .912 .899 .931 .880 .937
相違性
他の店と違う .798 .784 .811 .795 .806 .813
ポリシーがある .885 .885 .885 .895 .848 .960
独自性がある .894 .868 .882 .843 .823 .859
顧客満足
利用経験を踏まえて満足 .798 .808 .775 .785 .758 .736
この店の選択は良い選択 .888 .893 .936 .885 .902 .952
生活を豊かにしている .763 .743 .792 .739 .716 .751
感情的ロイヤルティ
楽しい気持ちになる .934 .937 .913 .916 .871 .924
幸せな気持ちになる .959 .955 .968 .958 .938 .943

































                                                   
74  ロジスティック回帰分析の適合度指標については内田 (2004)が詳しい。 
ブランド知識 .372 *** .611 *** .381 *** .582 *** .520 ** .513 *
相違性 .186 ** .237 ** .194 ✝ .051 n.s. .582 ** .492 *
顧客満足 .095 ✝ .297 *** -.163 n.s. .131 n.s. -.067 n.s. .728 *
感情的ロイヤルティ .383 *** .355 *** .418 *** .547 *** .641 *** .602 *
定数 -1.695 *** -1.071 *** -.414 *** -1.004 *** -.784 *** .026 n.s.
Cox-Snell R
2 .036 .103 .062 .120 .151 .213
Nagelkerke R
2 .062 .149 .083 .171 .203 .289
n 3,484 1,518 729 464 222 112
ブランド・コミュニティ
参加者数
562 416 213 211 91 69
ブランド・コミュニティ
参加率





































四因子 業態 度数 平均値 標準偏差 標準誤差
ブランド知識 食品スーパー 3,484 -.017 .897 .015
百貨店 464 .141 .966 .045
雑貨店 222 -.983 .971 .065
ファッション店 112 -.064 1.102 .104
相違性 食品スーパー 3,484 -.020 .916 .016
百貨店 464 .101 .894 .042
雑貨店 222 .371 .888 .060
ファッション店 112 .183 .977 .092
顧客満足 食品スーパー 3,484 .005 .912 .015
百貨店 464 .197 .834 .039
雑貨店 222 .190 .880 .059
ファッション店 112 .264 .768 .073
感情的ロイヤルティ 食品スーパー 3,484 -.100 .943 .016
百貨店 464 .412 .973 .045
雑貨店 222 .288 1.016 .068































平方和 自由度 平均平方 F値 有意確率
ブランド知識 グループ間 12.744 3 4.248 5.076 .002
グループ内 3579.799 4278 .837
合計 3592.542 4281
相違性 グループ間 39.038 3 13.013 15.585 .000
グループ内 3571.980 4278 .835
合計 3611.018 4281
顧客満足 グループ間 28.980 3 9.660 11.965 .000
グループ内 3453.781 4278 .807
合計 3482.761 4281
感情的ロイヤルティ グループ間 163.587 3 54.529 60.310 .000
グループ内 3867.908 4278 .904
合計 4031.495 4281
四因子
要素 Levene統計量 自由度1 自由度2 有意確率
ブランド知識 4.292 3 4278 .005
相違性 1.547 3 4278 .200
顧客満足 1.283 3 4278 .278




































要素 平均の差 標準誤差 有意確率
ブランド知識 H1-2-1-1 食品スーパー・百貨店 -.158 .047 .005
H1-2-1-2 食品スーパー・雑貨店 .081 .067 .786
H1-2-1-3 食品スーパー・ファッション店 .047 .105 .998
相違性 H1-2-2-1 食品スーパー・百貨店 -.121 .045 .036
H1-2-2-2 食品スーパー・雑貨店 -.391 .063 .000
H1-2-2-3 食品スーパー・ファッション店 -.203 .088 .094
顧客満足 H1-2-3-1 食品スーパー・百貨店 -.202 .044 .000
H1-2-3-2 食品スーパー・雑貨店 -.195 .062 .009
H1-2-3-3 食品スーパー・ファッション店 -.269 .086 .010
感情的ロイヤルティ H1-2-4-1 食品スーパー・百貨店 -.512 .047 .000
H1-2-4-2 食品スーパー・雑貨店 -.387 .066 .000








信頼性を確認するためにクロンバックのαを算出したところ、Hair et al. (2009)の推奨値α＞.7
を満たしている(図表5-15)。また、合成信頼度CR(Composite reliability)についてもBagozzi and Yi 
(1988)の推奨値CR＞.6を満たしており、信頼性についても問題ないことを確認している(図表5-15)。
次に平均分散抽出度(AVE) 及び CFA の標準化推定値より構成概念の収束妥当性を判断する。平均
分散抽出度(AVE)は、Hair et al. (2009)の推奨値AVE≧.5の基準を満たしている(図表5-15)。CFA








CFAの標準化推定値 α CR AVE
















行動的ロイヤルティ .80 .82 .69
同ジャンル小売業に行く回数が最大 .79
同ジャンル小売業で使う金額が最大 .88


















コミュニティ同一性 .60 .48 .78
態度的ロイヤルティ .35 .34 .43 .78
行動的ロイヤルティ .16 .17 .22 .47 .69





























































的ロイヤルティの先行要因としては、自己・ブランド連結性(Dick and Basu 1994; Morgan and 
Hunt 1994; Oliver 1997; Palmatier et al. 2006; Escalas and Bettman 2009; Matzler et al. 2011)



















































































                                                   
76  オーケーWebページより http://www.ok-corporation.co.jp/chara/index6.html(2017年8月4日アクセス) 
77  アドボカシー・マーケティングについては他にLawer and Knox (2006)、山岡 (2009,2010,2011)、Walz and Celuch (2010)など
が詳しい。 
78  その一方で、Kirby (2012)では「真実を語るなら、顧客は企業経営者が透明性を発揮しない限り信頼することはない。しかし、も
し企業経営者が透明性を発揮すると、競争優位は一時的なものとなり、マージンが急落し、イノベーションを起こさざるを得ない
環境に追い込まれる」と言及している。 


































































































































                                                   
80  図表5-10参照。 





























































































































ブランド・コミュニティに関する先行研究はそれなりに蓄積があるが(Srinivasan et al. 2002; 
Dholakia et al. 2004; Algesheimer et al. 2005; 金森 2007; Stokburge-Sauer 2010; Sung et al.  
















































ブランド知識 .372 *** .611 *** .381 *** .582 *** .520 ** .513 *
相違性 .186 ** .237 ** .194 ✝ .051 n.s. .582 ** .492 *
顧客満足 .095 ✝ .297 *** -.163 n.s. .131 n.s. -.067 n.s. .728 *
感情的ロイヤルティ .383 *** .355 *** .418 *** .547 *** .641 *** .602 *
定数 -1.695 *** -1.071 *** -.414 *** -1.004 *** -.784 *** .026 n.s.
Cox-Snell R
2 .036 .103 .062 .120 .151 .213
Nagelkerke R
2 .062 .149 .083 .171 .203 .289
n 3,484 1,518 729 464 222 112
ブランド・コミュニティ
参加者数
562 416 213 211 91 69
ブランド・コミュニティ
参加率
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